
 
 

本協会事務局組織の改編について 

 

                      日証協・平 21．3．13          

 
本協会においては、金融商品取引及び金融商品市場から反社会的勢力を排除するため、

会員等の取組みを支援することを目的とし、「証券保安対策支援センター」組織要綱（に

基づき、会員本部の「会員業務部 セキュリティ対策室」及び「会員業務部 証券保安セ

ンター準備室」を、「証券保安対策支援センター」に改組し、3月 16日から業務を開始

した。 

 

 
 
 



「証券保安対策支援センター」組織要綱 

 

平成 21 年１月 20 日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

１ 目 的 

  日本証券業協会（以下、「本協会」という。）は、金融商品取引及び金融商品市場から

反社会的勢力を排除するため、会員等の取組みを支援することを目的とし、証券保安対

策支援センター（以下、「センター」という。）を置く。 

 

２ 役 割 

（１）センターは、会員等が保有する反社会的勢力等に関する情報を収集・集約するとと

もに、警察及び暴力追放運動推進センター（以下、「暴追センター」という。）と連携

することにより、業界全体として反社会的勢力情報の共有化を図り、もって会員等に

対する効率的な照会機能の提供、照会結果の提供を行うことを役割とする。 

 

（２）センターは、証券警察連絡協議会等の場を通じて、会員と警察、暴追センター、金

融庁、金融商品取引所及び弁護士会との連携強化の橋渡しを行うとともに、会員等に

対し、反社会的勢力排除に関するノウハウの提供等を行うことを役割とする。 

 

３ 組 織 

センターは、本協会内の証券戦略部門に置く。 

 

４ 登録申請 

  センターは、国家公安委員会に、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」

第 32 条の２第２項第７号に規定する「不当要求情報管理機関」としての登録を申請する。 

 

５ 業 務 

  センターは、以下に掲げる業務を行う。 

① 反社会的勢力に関する情報の収集、集約、管理 

② 会員等からの照会対応及び回答 

③ 反社会的勢力に関する個別調査 

④ 反社会的勢力排除に際しての個別相談対応・支援 

⑤ 都道府県別証券警察連絡協議会の運営支援（事務局） 

⑥ 証券保安連絡会の運営（事務局） 

 

６ 職 員 

センターの職員は、会長が任命する。また、センターの職員は、別に規定する「不当

要求情報管理規程」を遵守し、業務を行う。 
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７ ＢＣＰ対策業務 

センターは、５に定める業務のほか、ＢＣＰ対策室を置き、以下に掲げる業務を行う。 

① 証券市場の事業継続計画（ＢＣＰ）の企画、立案及び総合調整 

② 本協会の事業継続計画（ＢＣＰ）の企画、立案及び総合調整 

 

８ その他 

  平成 21 年３月１日、「セキュリティ対策室」及び「証券保安センター準備室」を「証

券保安対策支援センター」に改組する。 

 

 

以  上 
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日 本 証 券 業 協 会 本 部 事 務 局 組 織  (平成21年3月16日）
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